
建築確認申請の流れ

１．建築確認申請書の作成

２．建築確認申請書の提出

行政庁ルート 指定期間ルート

３．建築工事の施工

検査済証の交付
　完了検査に合格すると検査
済証が交付されます。検査済
証は市役所で受領します。

供用開始
　検査済証の交付を受けた
ら、供用を開始できます。

　建築工事の進捗状況に応じ
て、特定行政庁又は指定機関
に施工状況報告書を提出しま
す。報告書は所定の様式に必
要事項を記入し、工程毎の状
況が判断できる写真を添付し
ます。
　なお、報告書は市役所を経
由せず、直接審査機関に提出
します。

計画変更申請
軽微な変更等の届出
建築工事中止の届出

　計画に変更が生じた場合等
には、その旨を届け出る必要
があります。軽微な変更を除
いては、変更後の計画につい
て再度確認を受けなければな

りません。

完了検査の実施を申請
　建築工事が完了したら、完
了検査の実施を申請します。
確認申請と同様に手数料が必
要なので、申請書に証紙を貼
付します。申請書は市役所の
窓口に提出します。その後検
査機関に進達され、検査実施
日が連絡されます。

行政庁、指定機関どちらへの提出も可能

確認済証の交付（市役所を経由） 確認済証の交付

建築工事着工

施行状況を報告

確認済証の交付を受けることができたら建築工事に着工することができます。工事は確認を受けた計画どおり施行されな
ければなりません。

消防長同意

　確認申請書は、予定建築物の
種類、規模等によっては、市役所
の他に指定を受けた機関へ提出
することもできます。

　一戸建の専用住宅、一戸建で
住宅以外の用途の部分が延床
面積の1／2未満かつ50㎡以下で
ある併用住宅及び建築物以外の
申請については消防長の同意は
必要ありません。ただし、敷地が
準防火地域内に所在する建物に
関する申請については、全ての
計画に消防長の同意が必要とな
ります。

　建築計画に問題がなけれ
ば、確認済証が発行されま
す。行政庁ルートでは、確認
済証は市役所を経由して交付
されます。

長岡地域振興局へ進達

特定行政庁による審査。各種政策等と
の整合、建築物等の設計が適切である
か審査

指定機関での設計審査

市役所へ申請書を提出

市町村の行政施策や各種制限との整
合性を審査。

指定機関へ申請書を提出

市町村の行政施策や各種制限との整
合性を事前調査書により審査。市町村
と連携して確認。

一戸建住宅以外
の建築物

一戸建住宅又は
建築物以外

一戸建住宅以外
の建築物

一戸建住宅又は
建築物以外

特定行政庁と同様に各種政策等との整
合、建築物等の設計が適切であるか審

査

建築設備

建築物以外

　申請は築造しようとするもの
によって左記のように分類さ
れます。分類によって提出書
類や添付図書が異なる場合
があります。

建築計画概要書及び建築工事届とともに確認申請書を役所窓口又は国土交通大臣や都道府県知事の指定を受けた機
関に提出します。

所定の様式を用いて申請書を作成します。この際、法令等による許可済み又は許可不要である旨を証明する書類も添付
します。予定建築物、床面積に応じて手数料が異なるので、必要となる金額分の新潟県収入証紙を申請書に貼付します。
収入証紙は指定金融機関（殆どの銀行等）で購入できます。

建築確認申請が必要となるもの

建築 用途変更 修繕・模様替

建築物

工作物


